
はじめに

本稿の目的は環境管理において社会的能力（social capability, capacity）の概

念が提起する問題点と含意を整理することである。伝統的な経済発展論は発展の原

動力として資本蓄積を考えた。その後、資本概念は人的資本、自然環境に拡張さ

れ、これらに対する投資として環境政策や教育政策も考えられるようになった（野

上裕生［２００２］参照）。しかし投資をするには開発の主体の能力が必要になる。能

力を形成する学習（learning）は投資を契機にして行われることが多いので、投

資と能力形成とは補完的な関係にある。

このような視点からアジアの環境問題を考える場合、アジアの工業化が社会的能

力の形成によるところが大きいとすれば、その社会的能力をどのようにすれば環境

管理能力に活用できるか、という問題を考察しなければならない。仮にアジアの成

長が物的資本への投資重視に行われてきたならば、それに伴って形成されてきた社

会的能力も物的資本と補完的なものである可能性がある。持続可能な成長が投資を

自然環境を回復させるような方向に転換させる必要があるならば、社会的能力自体

も転換を必要としている。それはアカウンタビリティや透明性などを求めた行政機

構改革や地方分権化、より一層の民主化という形を経るかもしれない。環境管理能

力の概要については既に松岡俊二・本田直子［２００２］が詳細なレビューによって

明らかにしているが、これらの整理を受けて、このような問題を開発経済の視点か
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ら論じることが本稿の課題である。

第１節 社会的能力アプローチ

１．社会的能力概念の起源

社会的能力の概念は開発援助の理論（Chenery and Strout［１９６６］）、経済成

長の分析（Abramovitz［１９８６］）で注目されてきた。社会的能力は開発途上国

が新しい技術や援助を吸収していく時に、その可能性（potential）と実績（reali-

zation）とのギャップを決める要因として考えられてきた。途上国の場合、国外

からの援助や直接投資の吸収能力によって、開発協力の有効性がきまるという考

え方がChenery and Strout［１９６６］で示されていた。経済成長の分析では、

Abramovitz［１９８６］が技術吸収の可能性を実現する要因として社会的能力を捉

えた。Abramovitz［１９８６］は、途上国が先進国に比べて生産性が低い原因を社

会的特性に求め、このような技術吸収を決める社会的特性を、大川一司とヘンリ

ー・ロソフスキー（Ohkawa and Rosovsky［１９７３］）にならって社会的能力

（social capability）と呼んだ。Abramovitz［１９８６］は社会的能力の構成要素と

して平均教育年数、及び政治的、商業的、産業的、そして金融的制度などを考えて

いた（Abramovitz［１９８６＝１９８９：２２２�２２３．］）。

２．投資と能力形成

経済成長の初期局面において外国からの借用技術に頼った発展の場合には、人的

資本の不足によって資本使用的技術と大規模な投資が進みやすい。そこで、資源の

効率的利用のためには、途上国の要素賦存条件に適合するような技術調整の努力が

必要になる（このような問題については速水佑次郎［１９９５：１７１�１７７］参照）。地
域での生産活動の経験が蓄積されて技術の調整が進んでいけば、長期的には生産要

素間の代替可能性も向上し、要素賦存に適合した技術が選択されるかもしれない。

また、生産要素の中に市場で評価されにくい自然資源も含めることが持続可能な発

展には必要になる。仮に、環境資産の価値が市場で十分に評価されなければ、技術

調整の期間が長期に及び、回復不可能な環境悪化が発生してしまうから、このよう

な問題を防止することが環境協力の課題になる。
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３．多様な投資と持続可能な発展

社会的能力の概念は投資活動に伴うとすれば、多様な資産に対する投資があった

時には投資に伴って蓄積される経験や能力も多様になると考えられる。Dasgupta

［２００１］は持続可能な発展のための経済の生産基盤（productive base）を人工資

本、人的資本、自然資本、知識及び制度も含めて考えて、生産基盤を構成する様々

な資本に対する投資を「真の投資（genuine investment）」と定義し、発展パタ

ーンを評価する基本的な基準に採用する（Dasgupta，［２００１：１４７］）。環境管理に

適した管理文化や制度の形成は、環境保全への投資と補完的であると考えられる。

自然資本を重視した投資配分のためにはWorldBank［２００３］が論じているよう

に、行政機構の改革や地方分権、民主化による社会的能力自体の転換が必要になる

かもしれない。たとえばBardhan［１９９６］は、密接な関係のあるコミュティにお

いて情報を実際にもっている人々に権限をわたすことに分権化の利点を求める。

Bardhan［１９９６：１４０�１４４］によれば、地方分権化は、地域に対するアカウンタビ
リティが伴っている場合には、共有資源の管理における集合行為に関する問題を解

決するのに有効になる可能性がある。

４．能力形成とプロジェクトのデザイン

環境政策は個別の環境破壊に対する対策という形で始まる場合が多い。しかし長

期的には環境破壊そのものを防止する制度を形成することが望ましい。ここで、途

上国の環境問題は急激に変化しており、個々の新しい課題に対して途上国の政策当

局は、学習して解決していかなければならない。当面の目標を達成する過程で、よ

り長期的な制度を形成することが必要になる。環境協力に期待されることは、個々

の環境問題に共通する要因を解決できるような基礎的管理能力の形成を促進するこ

とである。このような能力形成を視野に入れた環境協力のデザインにあたって、ハ

ーシュマン（Hirschman［１９６７］）が述べた計画デザインについての考察は参考

になる。ハーシュマンは低開発国で開発計画を実効する時には、（１）現存するい

くつかの特性（trait）が当面は変化しないと想定した上でその計画を組み立てる

という決定、（２）それ以外の特性については、それを計画の成功に役立つように

変化させることができると見なす決定、という二つのことが重要であると考える。

開発計画を実施する当局は、特性受容者として振る舞うとともに、特性形成者とし

ても振る舞うと捉えられる。
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ハーシュマンによれば、特性受容における危険は、事業計画において承認した望

ましくない特性が計画の中でますます強化されて、期待された効果が減少してしま

うことである。開発計画では特性受容的なデザインが不可欠である場合も多いが、

この時に望ましくない傾向が起こり、プロジェクトがうまくいかない可能性もあ

る。一般に「輸入付けの特性受容」（trait-taking-cum-importing、必要な技術や

投入物を輸入する）の場合には、もともとある望ましくない特性が補強されていく

可能性がある。輸入されるものが事業遂行や運営に伴う投入物であるならば、現在

輸入されていくものが徐々に自分の生産活動の成果に置き換えられる時間がある

ので、特性受容が特性形成に結びつく場合もある。しかし、輸入が事業の建設活動

に伴うものであり、一度計画が修了してしまうと反復して利用することが出来ない

場合には、建設期間中に特性形成によって獲得した多くの利益が利用されないで

終わってしまうことになる。これに対して特性形成の危険は、その計画が機能を果

たすのに必要な特性が形成されず、その間に計画が失敗してしまうことである。特

性形成の障害になる要因は、望ましい特性のあるものが、その国の技術水準、社会

政治的条件、文化価値から離れすぎているかもしれないということがある。また、

新しい技術の習得は価値観の変化を伴うことが多い、ということも考えられる

（Hirschman［１９６７］訳書１９１�２０８ページ）。
ここから出てくる仮説は、組織の特性に見合った任務と政策手段を選択するよう

にして、欠落部分を外部からの移転資源から徐々に自前の特性形成によって補うこ

とである。この時の問題点は、アジアの経済発展が圧縮された経過（寺西俊一・大

島堅一［１９９７：１２�１３］による「圧縮型工業化の進展」の場合）を辿り、新しい違
ったタイプの問題が同時に発生し、それが組織の学習や経験の蓄積を阻害するので

はないか、ということである。特性受容と形成の視点から、組織の能力と課題の適

合度、欠落している特性がどの程度途上国組織の努力によって代替されたか、とい

う点が重要になるだろう。

第２節 アジアにおける社会的環境管理能力の形成

１．社会的能力から見たアジアの経済発展

整合性のあるシステムとしての社会的環境管理能力という概念は、包括的な視点
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から環境政策を有効にする条件を明らかにしようとするものである。しかし開発指

向的のシステムを一挙に環境管理指向型に転換することは難しい可能性もある。こ

の問題については、Lin andNugent［１９９５：２３０６�２３１３］が述べているように、
個別制度の変化の分析と制度間の相互作用による変化を区別することは有用であ

る。個々の組織や制度が効果的であっても、それらを総体として見たときの効率性

が良くなければ有効な制度構築とは言えない。ここでは、アジア諸国の発展パター

ンを概観して、環境管理能力形成の方向を検討してみたい。

社会的能力の概念を提案して日本の経済発展を分析したOhkawaandRosovsky

［１９７３：２１２�２１６］は技術吸収の社会的能力が資本形成の変動よりはなめらかに形
成されたと捉えている。この時には、資本形成の低下局面は社会的能力の形成と調

整の期間であったと捉えられた。Ohkawa andRosovsky［１９７３：２１２�２１６］は日
本の高い所得成長は社会的能力の形成を三つの方法（人的資本の形成、市場の拡大

と規模の経済、貯蓄率（特に家計）の向上）で促進したと捉えている。日本の場

合、借用技術は急速な成長をもたらしたが、借用技術の利益は均等に途上国社会の

中に行きわたるわけではない。Ohkawa andRosovsky［１９７３：２１５］は、日本の

伝統部門（農業や中小企業）は借用技術の利益を享受できなかったことを指摘して

いる。途上国の場合も、外部から得た資本や技術が途上国の資源利用の長期的効率

性を損なう効果を持つ方という仮説が考えられる。たとえばHayami［２０００：１１５］

は導入された先進技術に注目し、現在の途上国が外国から輸入した技術は以前先進

国が利用したものよりも化石燃料集約的である可能性が高く、鉄道ネットワークが

形成される以前に自動車が普及したことが、開発政策の偏向と都市人口の急増と結

合して、途上国の環境破壊を深刻なものにした、という仮説を述べているのは興味

深い（この問題については速水佑次郎［１９９５：２００�２１４］も参照）。

２．社会的能力の形成の課題

東アジアの発展パターンも高い投資率と貿易志向という特徴を持つ。たとえば

WorldBank［１９９３］は東アジアの特徴として、農業生産の向上、製品輸出の高い

伸びに加えて、高い投資率と貯蓄率、人的資本の構築を指摘していた（World

Bank［１９９３］訳書２９�６１ページ）。しかし、このような急速な経済成長そのものが
圧縮型工業化、急激な都市化、大量消費社会の形成という形で複合的な環境問題を

引き起こしたと言われている（寺西俊一・大島堅一［１９９７：１５］）。ここでは、これ
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まで高い成長の要因となっていたものが、環境管理にとっては不利になる可能性が

ある。たとえばO’Conner［１９９４］によれば、補助金によって資本集約的な重工

業を促進させると、高い汚染集約度の産業を促進することになるし、補助によって

安くなったエネルギー価格に応じて、エネルギー浪費的な利用が促進されてしま

う。農業では収穫増加を目的にした殺虫剤や化学肥料への補助金が過剰利用を招い

て、水質の汚染をもたらしてしまう。水道料金の低価格も浪費的利用を促進するこ

とになる（これらの問題についてはO’Conner［１９９４］訳書１５１ページ参照）。土

地利用計画においても、工業用地の設定で環境への配慮がないならば、各種の汚染

問題が発生してしまう（O’Conner（［１９９４］訳書１８１�１９３ページ参照）。
アジアの発展パターンが社会的能力形成に与えた影響を見るために、表１はエネ

ルギー関連指標を見たものである。経済成長が急速になった１９８０年代後半以降、

エネルギー消費が急激に拡大しているのが分かる。このような発展パターンの環境

負荷を見るために、表２は世界銀行の統計（World Bank［２００２］）に示された

表１ アジア諸国のエネルギー指標

（１）１人当たりエネルギー消費 （２）エネルギー当たりGDP

１９８５ １９９５ １９９８ １９８０ １９９９

ア メ リ カ
日 本
韓 国
マレーシア
タ イ
フィリピン
インドネシア
中 国
ベ ト ナ ム
イ ン ド
スリランカ
パキスタン
バングラディッシュ
ネ パ ー ル

６６８０
２６４８
１１３８
７４０
２９９
１７０
１９１
４９０
８２
１７５
７９
１６４
４０
１４

７６５４
３５６４
２８８３
２０３２
８９３
３３１
３９３
６８６
１３１
２７０
１２４
２３８
７２
３２

７６３３
３６５９
２８４８
１８１７
９２４
３７４
３８８
６３５
１６５
３０１
１５７
２４７
７７
４４

１．６
３．４
２．８
２．７
３
５．６
２．２
０．８

１．９
３．５
２．２
５．７
１．５

３．９
６．３
４．１
４．３
５．２
６．９
４．４
４．２
４．１
４．７
８．１
４．２
１０．８
３．５

注）１人当たりエネルギー消費は石油換算キログラム。
出所）（１）はUN Energy Statistical Yearbook1988, pp. 44-51, UN, Energy Statistical Yearbook 1998,

pp. 46-55
（２）はWorld Bank 2002 World Development Indicators 2002, pp. 162-165
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表２ アジア諸国の貯蓄構成（２０００年）

（１）GNI比率
１ 人
当たり
GDP.

純 貯 蓄

（ns）

教育支出

（Ed）

エネルギ
ー 減 耗
（E）

鉱物資源
減 耗
（mine）

森林減少

（For）

炭酸ガス
損 失
（co２）

調 整
貯 蓄 率
（adjs）

ア メ リ カ
日 本
韓 国
マレーシア
タ イ
中 国
フィリピン
スリランカ
インドネシア
イ ン ド
ヴェトナム
パキスタン
バングラディッシュ
ネ パ ー ル

３４１４２
２６７５５
１７３８０
９０６８
６４０２
３９７６
３９７１
３５３０
３０４３
２３５８
１９９６
１９２８
１６０２
１３２７

６．１
１３．５
１９．２
３０．４
１５．４
３０．６
２０．８
１６．５
１５．９
１３．９
２１．４
４．７
１７．２
１９．７

４．７
４．６
３．４
４．３
３．５
２
２．９
２．６
０．６
３．３
２．８
２．４
１．７
２．１

１．１
０
０

１０．８
１．３
３．２
０
０

１０．９
２．２
８．４
３．２
１．２
０

０
０
０
０
０
０．２
０．１
０
１．４
０．４
０
０
０
０

０
０
０
０．３
０．３
０．１
０．８
０．８
０．３
１
１．２
０．９
１
４．９

０．４
０．１
０．６
１
１
２．４
０．６
０．３
１
１．６
１
１．１
０．４
０．３

９．３
１８
２１．９
２２．５
１６．２
２６．８
２２．２
１８
２．９
１２．２
１３．６
１．９
１６．３
１６．６

（２）寄与率 GDP. （ns） （Ed） （E） （mine） （For） （co２） （adjs）

ア メ リ カ
日 本
韓 国
マレーシア
タ イ
中 国
フィリピン
スリランカ
インドネシア
イ ン ド
ヴェトナム
パキスタン
バングラディッシュ
ネ パ ー ル

３４１４２
２６７５５
１７３８０
９０６８
６４０２
３９７６
３９７１
３５３０
３０４３
２３５８
１９９６
１９２８
１６０２
１３２７

０．６６
０．７５
０．８８
１．３５
０．９５
１．１４
０．９４
０．９２
５．４８
１．１４
１．５７
２．４７
１．０６
１．１９

０．５１
０．２６
０．１６
０．１９
０．２２
０．０７
０．１３
０．１４
０．２１
０．２７
０．２１
１．２６
０．１０
０．１３

－０．１２
０
０

－０．４８
－０．０８
－０．１２

０
０

－３．７６
－０．１８
－０．６２
－１．６８
－０．０７

０

０
０
０
０
０

－０．０１
０
０

－０．４８
－０．０３

０
０
０
０

０
０
０

－０．０１
－０．０２

０
－０．０４
－０．０４
－０．１
－０．０８
－０．０９
－０．４７
－０．０６
－０．３

－０．０４
－０．０１
－０．０３
－０．０４
－０．０６
－０．０９
－０．０３
－０．０２
－０．３４
－０．１３
－０．０７
－０．５８
－０．０２
－０．０２

１
１
１
１

１．０１
１
１
１
１

０．９８
１
１
１
１

注）１人当たりGDPはPPP評価である。
出所）（１）World Bank 2002 World Development Indicators 2002, pp. 188-191

UNDP（2002）Human Development Report 2002, Oxford University Press, pp. 149-152.
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２０００年の調整貯蓄の構成要素とその寄与率を示したものである。これは国民純貯

蓄（NetNationalSaving）に教育支出を加え、採取・利用されたエネルギー資源、

鉱物資源、森林資源の価値を控除して、そこから二酸化炭素排出量の損失を引いた

ものであり、「調整済みの純貯蓄」（Adjusted net saving）と定義されている（た

だし世銀統計（WorldBank［２００２］）では国民総所得（GrossNational Income,

GNI）に対する比率で示されている）。インドネシアやパキスタンのようなケース

では、物的貯蓄の比率は大きいが、エネルギー消費、鉱物資源や森林減少も大き

く、調整貯蓄が低くなっていることがわかる。このような貯蓄（投資）のパターン

が、社会的能力を物的投資吸収に偏ったものにするのではないかと思われる。

社会的能力や制度と投資の関係は相互依存関係にある。制度能力があれば投資が

起こり、そこから学習することから制度能力も向上するから、投資と制度、社会的

能力とが累積的に変化していくだろう。このような状況では環境投資に不適合な制

度環境の下で資源浪費的な投資が累積し、その結果、環境保全的発展への転換が遅

れる可能性もある（丸山亜紀［２００２：５７�６１］は中国の事情を紹介して、このよう
な問題を解説している）。

むすび：工業化の社会的能力から環境管理の社会的能力へ

本稿では社会的能力を重視したアプローチを伝統的な開発戦略論と比較し、環境

管理への含意を考察した。これまで東アジアの発展と環境の現状をまとめた包括的

な研究として、O’Conner［１９９４］やHarashima andMorita［１９９８］などが有

用である。特にO’Conner［１９９４］はその第１０章において、東アジアの経験から

の政策的含意として、開発の初期段階で有効な環境管理を実現するには、表３のよ

うな項目を実現すべきである、と述べている。アジアでは環境関連法制が整備さ

れ、１９８０年代後半にはアジアの中央政治が民主化を経験したが、環境政策を進め

る原動力として期待される地方自治制度は、まだまだ遅れているのが現状である

（たとえば山崎圭一・宮本憲一・柴田徳衛［２０００］による韓国、タイ、フィリピン

の地方自治制度の分析参照）。これらは、環境管理能力がシステムとして整備され

る必要があるとしても、システムを一挙に整備することはできないという現状を示

すものである。このような社会的能力を環境保全指向型に転換することが環境協力
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には求められている。

（野上裕生）
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